
1／発行元：三菱ＵＦＪ信託銀行 年金コンサルティング部
※本件に関するご照会は営業担当者までお願い致します。また本資料は、当社が公に入手可能な情報に基づき作成したものですが、
その内容の正確性・完全性を保証するものではありません。施策の実行にあたっては、実際の会計処理・税務処理等につき、貴社顧問
会計士・税理士等にご確認くださいますようお願い申し上げます。
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合併時等の決算事務の取扱いにつ
いて（厚年・DB、意見募集開始）
合併時等の決算事務の取扱いにつ
いて（厚年・DB、意見募集開始）

合併等※１を行った場合の決算事務の取扱い（議決方法、
提出先）を明確化する趣旨の意見募集（パブコメ）が開始さ
れました。

合併等を行う場合、決算は合併等を織り込まない状態で
の議決が必要。

存続基金等が議決し※２、管轄の地方厚生局宛に提出
する。

※１ 合併・統合（DB法第74条・同76条、厚年法第142条）、分割（厚年法第143条、DB法第75条・同第77
条）、代行返上（DB法第112条）等

※２ 合併等の前の基金等で議決されていない場合に限る。分割の場合は存続する基金等で承継した権
利義務（給付現価）が最大の基金等が議決する。

ポイントポイント

例：合併例：合併
事業年度末
（例：3月末）

決算提出
（例：7月末）

A基金

B基金

C基金

合併※
代議員会で
議決

合併を織り込まな
いA基金、B基金の
決算内容をC基金
で議決（A、B基金
で議決されていな
い場合）

※改正通知： ｢厚生年金基金における決算事務の取扱いについて｣平成8年6月27日年発3323号、｢確定
給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について｣平成14年3月29日年企発第
0329003号・年運発0329002号

http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=Pcm1010&BID=495090031&OBJCD=100495&GROUP=

※ 合併が決算提出以後の場合、従来通りA基金、B基金でそれぞれ議決し、
各管轄の地方厚生局宛に提出

以上

http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=Pcm1010&BID=495090031&OBJCD=100495&GROUP=

